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の保護の保障等を求めて 7 カ条 17 を提出したが，反逆罪により逮捕された。









代末から 1960 年代，武装集団 22 を結成して，分離独立を掲げて反政府武力闘
争を開始し 23，1960 年代から 1970 年代，分離独立闘争は本格化した。この時
期，政府により移住政策が開始され，国境県地域の人口の約 20%が非イスラ












強化され，2004 年から 2007 年，タイ国境県における紛争はイラクとアフガニ
スタンに次いで世界でもっとも激しい紛争であったとされている 26。2004 年 1 
月，ナラティワートに戒厳令が発布され，2005 年 7 月，国境 3県の 32 郡に非
常事態勅令が発布され，分離運動集団を含むイスラム教徒に対する取り締まり
が強化された。
タイ政府の力による鎮圧政策のため，2013 年現在で 15 万人の兵士，警察官






2013 年 2 月，タイ政府とマレー・ムスリム分離集団の 1つ，パタニー・マ
レー民族革命戦線（BRN）との間で和平対話プロセスに関する合意書（General 
Consensus on Peace Dialogue Process）27 が結ばれた。同文書はタイ政府が
分離集団と和平対話に関して合意したタイ史上初の文書である。タイ政府と
BRNとの和平対話は開始されたが，両当事者の対立は大きく 28，交渉の再開
について両当事者は合意した 29 が，最終的な停戦状態には至っていない 30。
2015 年 6 月現在，治安軍との間の散発的戦闘は継続し，死者，負傷者も発生
している 31。
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制選出議員 74 とされ，2014 年選挙時点では定数 150，タイの全 77 都県から各
１人が選挙で選ばれ，残る 73 議席は憲法裁判所長官，最高裁判事，選挙委員
会委員長，汚職取締委員会委員長らからなる委員会により選出された。
下院については 1997 年憲法においては定数 500，その選出は中選挙区制か
ら小選挙区比例代表並立制となり，比例区選出 100（全国区），小選挙区選出
400 で構成される（任期 4年）と規定された 32。2011 年には定数 500 のうち，
小選挙区選出議員 375，比例代表選出議員 125 と改正され，比例代表の選挙区
割については，人口が均等になるように県を単位に８地域（ゾーン）に区分さ
れ，それぞれのゾーンに等しく定数 10 議席が配分される 33。2011 年総選挙で
























タイの行政単位は，バンコク都および県（province 2011 年以降 76）に区分
され，その下位に郡（2003 年現在 795）がある。特別行政区であるバンコク都
を除き，県知事と郡長（District Chief Ofﬁcer）は内務省から派遣された。郡









ンター（Southern Border Provinces Administrative Centre / SBPAC）が
同地域の行政を担当し，軍および警察組織で構成される国内治安維持司令
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済的社会的および文化的権利に関する国際規約」に 1999 年 9 月 5 日，「人種差
































（National Reconciliation Commission/ NRC）が政府から独立した機関とし
て設置された 47。同委員会の機能は国境県の治安回復であり，イスラム住民と
政府との相互不信を払拭し，南部に平和をもたらす根本的な解決策を政府に助
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4.4.3.3　人権侵害
4.4.3.3.1　市民的政治的権利―深刻な人権侵害
国境県住民と政府との大規模な衝突は既に 1948 年 4 月に発生しており 49，
以後，暴力を伴う分離独立闘争は断続的に発生した。2004 年までは，政府の





法的措置がとられた 51。2004 年 1 月，ナラティワート県に戒厳令が布告され，
治安維持部隊が派遣された。イスラム教徒武装集団の関与が疑われる事件およ
び暴動の相次ぐ発生に対して，政府は軍による武力行使で対抗するようになっ
た。2004 年 4 月，軍の鎮圧行動により，武装集団 108 人およびモスクに立て
こもったイスラム教徒 32 人全員が死亡した（クルセー・モスク事件）52。同年
10 月，抗議デモ参加による逮捕者のうち 78 人が移送中に死亡した（タクバイ










た 57。拷問禁止委員会は，2014 年 6 月，タイ政府報告書に関して，クルセー・
モスク事件およびタクバイ事件に関わる政府関係者に対して法的責任を問うべ
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きとの意見を示した 58。宗教的国際協力機構としてイスラム諸国会議機構（OIC/ 








2005 年 7 月，非常事態勅令が発布され，南部国境 3 県の 32 郡に適用され
た 62。2006 年 9 月，再度戒厳令が布告され，2015 年 4 月 1 日，解除されたが，
戒厳令に代わり，軍政の強権条項を発動したことから，現在も戒厳令下と同様
に基本的権利と自由の侵害状態が続いている 63。
非常事態勅令以来，南部国境 4県に 6万人―10 万人の軍隊要員が常時駐留










日間であるが，30 日まで延長可能であり，合計 37 日間，行政拘禁しうる。こ
の期間中，不当な取調べ，誤認逮捕，虐待，拷問等が行われた 68。2004 年 1
月―9月，拘留中の死者は 1,631 人であり，そのうち 131 人の死因は警官の行
106
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あると非難した。OIC事務局長特使は 2012 年 5月，南部国境県地域を視察し，
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2001 年以来，3.4％の割合で上昇して 13,364 ドル（2013 年）となり，中所得国
（middle-income country/MIC）となった 88。2002 年，イスラム銀行を設置し 89，
108









16,126 バーツ，　サトゥン 21,049 バーツ，ナラティワート 16,835 バーツ，ヤラー
21,859 バーツと全国平均よりもかなり低い（2011 年）93。タイ全体の人口に占
める貧困率は 1.01％であるが，その 60％が南部国境県に居住し，ナラティワー
トでは 24.7％，パタニーでは 33.5％である（2013 年）94。収入指標 95 について
は，バンコクが１位，パタニーは全国 77 都県中 75 位である 96。
雇用指標 97 による比較では，ヤラーは 77 都県中 74 位，パタニーは最下位
である 98。失業率については全国平均 0.7％，パタニー 2.0％，ナラティワート
1.6％，ヤラー 1.0％，サトゥン 0.4％，15 歳－ 17 歳の就労者割合については
全国平均 16.2％，パタニーでは 28.45％（73 位）であり，いずれも全国平均よ
りも高い 99。武力紛争状況下であることから凶暴犯罪発生率も高く，10 万人
当たり全国平均では 13 件であるが，パタニーでは 63 件（75 位），ヤラーでは






















教育を受ける権利について 1997 年憲法は 12 年の無償教育を受ける権利を規





ワート 28.56（最下位）107 である 。 全く教育を受けたことがない者は全国平均
4.3％と比較し，パタニー 13.3％，サトゥン 6％，ナラティワート 6.8％，ヤラー
12.4％と全国平均よりも高い（2011 年）108。大学進学率（短期大学含む）につ
いては全国平均 10.1 %に比べ ，パタニー 8.2％，サトゥン 9.7％，ナラティワー
ト 6.8％，ヤラー 7.2％と全国平均以下である 109。
HAI （Human Assets Index）110 をみると，パタニー 0.5884（69 位），ナラティ
ワート 0.5996（63 位），サトゥン 0.6082（57 位），ヤラー 0.6182（46 位） 111 で
あり，全国比で低レベルにとどまっている（2013 年）。HAI指標に関連し，新
110
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生児 1,000 人あたりの乳児死亡率については，全国平均 6.6 人に比べ，パタニー





















名を要件とした 117 が，2007 年憲法においては必要な署名者数は 1万人に引き
下げられた 118。
2011 年下院総選挙では，パタニー 4 議席，ヤラー 3 議席，ナラティワー
ト 4 議席，サトゥン 2 議席がそれぞれ配分され，政権政党であった民主党
111
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（Prachatham）を含む 7 政党 119 が候補者を立てた。選挙結果は，民主党が
11 議席のうち 9 議席，マトゥブム党１議席（パタニー），ブームジャイ・タ
イ党１議席（パタニー）を獲得した。同選挙の投票率については，全国平均








































































































南部国境 3 県（パタニー，ナラティワート，ヤラー）での調査（2005 年）
によれば，27.2%（すべてイスラム教徒）が文化的事項に関する自治権を有す
る特別行政区の設置案を，11.2％が政治的自治権を有する特別行政区の設置案
を支持する一方で，仏教徒の 3分の２は現状維持を主張している 142。また 200
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る調査（2007 年）によれば，SAO首長の 45%，宗教的指導者の 12%が既存
116
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制度の枠内で地方分権を促進する改革案を支持している 148。
上記調査の分析に基づき，現実的に実行可能な政策として提言されている
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分離独立を回避し，国境県への自治権付与による紛争解決方法が模索されてき
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